
国
際
海
運
の
脱
炭
素
に
向
け
た
動
向

船
舶
は
、
他
の
輸
送
手
段
と
比
較
し
て
、
1
隻
当

た
り
の
輸
送
効
率
が
非
常
に
良
い
。
一
方
、
国
際
海

運
に
従
事
し
て
い
る
商
船
約
５
万
隻
の
船
舶
燃
料
に

起
因
す
る
Ｇ
Ｈ
Ｇ（
温
室
効
果
ガ
ス
）排
出
量
は
年
間

約
７
億
㌧
に
上
り
、
世
界
全
体
の
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
量
の

２
％
、
ド
イ
ツ
一
国
の
排
出
量
と
ほ
ぼ
同
量
に
あ
た

る
。
こ
の
た
め
、
船
舶
の
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
量
削
減
は
喫

緊
の
課
題
で
あ
り
、
国
際
海
運
業
で
は
、
各
国
政
府

か
ら
構
成
さ
れ
る
国
際
海
事
機
関
Ｉ
Ｍ
Ｏ（

注
）を
中
心
に
、

Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
量
削
減
に
向
け
た
動
き
を
加
速
さ
せ
て

い
る
。
２
０
２
３
年
７
月
に
は
、
Ｉ
Ｍ
Ｏ
の
会
合
で

「
国
際
海
運
『
２
０
５
０
年
頃
ま
で
に
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出

実
質
ゼ
ロ
』」
と
い
う
新
た
な
目
標
が
採
択
さ
れ
た
。

こ
う
し
た
動
き
に
先
ん
じ
て
、
当
社
グ
ル
ー
プ
に

お
い
て
は
、
２
０
２
１
年
９
月
に
外
航
海
運
事
業
の

２
０
５
０
年
ま
で
の
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
を

宣
言
し
て
い
る
。

当
社
グ
ル
ー
プ
の
中
期
経
営
計
画
と

マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ
ー

こ
こ
で
当
社
グ
ル
ー
プ
の
中
期
経
営
計
画
に
つ
い

て
簡
単
に
紹
介
す
る
。

２
０
２
３
年
３
月
に
中
期
経
営
計
画
“SailGreen,

D
rive

T
ransform

ations
2026

─A
Passion

for
Planetary

W
ellbeing

─”を
発
表
し
た
。
そ

し
て
、
同
計
画
に
あ
る
当
社
グ
ル
ー
プ
が
２
０
５
０

年
に
あ
り
た
い
姿
、
す
な
わ
ち
「
こ
れ
か
ら
も
輸
送

イ
ン
フ
ラ
と
し
て
社
会
を
支
え
、
業
界
全
体
を
も
巻

き
込
み
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
す
る
存
在
」
か
ら

バ
ッ
ク
キ
ャ
ス
ト
を
行
い
、
事
業
環
境
を
予
測
し
た

う
え
で
、
２
０
３
０
年
に
向
け
た
新
ビ
ジ
ョ
ン
を

「
総
合
物
流
企
業
の
枠
を
超
え
、
中
核
事
業
の
深
化

と
新
規
事
業
の
成
長
で
、
未
来
に
必
要
な
価
値
を
共

創
す
る
」
と
定
め
た
。

「
環
境
」
を
は
じ
め
と
し
た
社
会
課
題
に
対
し
て
、

当
社
単
独
で
挑
む
よ
り
も
多
様
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

と
共
に
よ
り
多
く
の
イ
ン
パ
ク
ト
を
生
む
べ
く
取
り
組

み
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
下
支
え
す
る
総
合
物
流
企

業
と
い
う
社
会
イ
ン
フ
ラ
と
し
て
、
環
境
・
社
会
価
値

を
創
出
す
る
好
循
環
を
生
み
出
せ
る
か
が
腕
の
見
せ

ど
こ
ろ
で
あ
る
。
こ
の
未
来
予
想
図
を
具
現
化
す
る
に

あ
た
り
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
土
台
に
「
安
全
」「
環
境
」

「
人
材
」
の
三
つ
を
マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ
ー（
重
要
課
題
）と

し
て
掲
げ
て
い
る
。
脱
炭
素
推
進
は
、
ま
さ
に
こ
の

「
環
境
」
に
ひ
も
づ
く
重
要
テ
ー
マ
で
あ
る
。

燃
料
転
換
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

さ
て
、
当
社
グ
ル
ー
プ
の
脱
炭
素
の
取
り
組
み
に

話
を
移
そ
う
。
海
運
事
業
の
２
０
５
０
年
ま
で
の
ネ

ッ
ト
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
達
成
に
向
け
て
、
燃
料
転
換

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
従
い
、
脱
炭
素
化
を
加
速
す
る
。

ま
ず
、
２
０
３
０
年
ま
で
は
Ｌ
Ｎ
Ｇ
燃
料
焚
き
の
新

造
船
導
入
を
推
進
し
、
船
舶
か
ら
の
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
量

を
Ｉ
Ｍ
Ｏ
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
準
拠
し
た
排
出
原
単

位
で
、
２
０
１
５
年
度
比
30
％
減
と
し
て
い
る
。
そ

し
て
２
０
３
０
年
代
半
ば
ご
ろ
か
ら
は
、
ア
ン
モ
ニ

ア
燃
料
焚
き
の
新
造
船
を
主
軸
に
、
次
世
代
ゼ
ロ
エ

ミ
ッ
シ
ョ
ン
船
の
本
格
導
入
・
隻
数
拡
大
を
図
る
。

本
船
運
航
面
で
も
、
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
量
削
減
に
寄
与
す

日
本
郵
船
会
長

長ながさ
わ澤
仁ひとし
志

２
０
５
０
年
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
実
現
に
向
け
た

日
本
郵
船
グ
ル
ー
プ
の
取
り
組
み

─
計
画
的
な
加
速

（注）国際海事機関 IMO（International Maritime Organization）：2023年4月現在、175の国・
地域が正式に加盟。外航船舶は、主にIMOにおいて作成された全世界で統一的な規制に沿う。
船舶燃料の脱炭素政策もIMOで制定されている 362023・11



特集 シン・物流時代─物流の成長産業化に向けて

る
技
術
を
最
大
限
活
用
し
、
顧
客
の
ニ
ー
ズ
に
応
え

て
い
く
。
ま
た
、
脱
炭
素
化
が
簡
単
で
は
な
い
船
種

に
関
し
て
は
、
バ
イ
オ
燃
料
な
ど
の
活
用
に
よ
り
、

２
０
５
０
年
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
を
目
指
す
。

中
期
経
営
計
画
に
お
い
て
は
、
２
０
２
３
～
30
年
ま

で
に
就
航
予
定
の
低
・
脱
炭
素
船
の
隻
数
を
45
隻
と

見
込
ん
で
お
り
、
こ
れ
ら
を
含
め
た
船
舶
の
脱
炭
素

化
に
向
け
た
投
資
と
し
て
、
２
０
３
０
年
ま
で
に
総

額
４
５
０
０
億
円
を
計
画
し
て
い
る（
図
表
参
照
）。

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
と

エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収
事
業
へ
の
参
画

脱
炭
素
の
取
り
組
み
は
船
舶
燃
料
の
転
換
に
と
ど

ま
ら
な
い
。ま
ず
、カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
な
社
会
の

実
現
に
向
け
た
ア
プ
ロ
ー
チ
と
し
て
、
二
酸
化
炭
素

輸
送
ビ
ジ
ネ
ス
に
着
手
し
た
。
世
界
有
数
の
シ
ャ
ト

ル
タ
ン
カ
ー
・
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
で
あ
り
当
社
グ
ル
ー

プ
と
共
同
で
事
業
展
開
し
て
い
る
ク
ヌ
ッ
ツ
ェ
ン
・
グ

ル
ー
プ
と
、
二
酸
化
炭
素
の
海
上
輸
送
、
貯
留
事
業

に
関
す
る
新
規
事
業
を
開
拓
す
る
合
弁
会
社
を
設
立

し
た
。ま
た
、日
本
に
お
け
る
洋
上
風
力
発
電
市
場
の

拡
大
に
鑑
み
、
海
外
プ
レ
ー
ヤ
ー
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー

戦
略
を
軸
に
、
資
材
の
運
搬
、
風
車
設
備
設
置
船
の

運
航
、
ま
た
、
運
転
・
保
守
作
業
員
の
輸
送
サ
ー
ビ

ス
の
構
築
を
進
め
て
い
る
。
２
０
２
２
年
２
月
に
は
、

秋
田
県
と
洋
上
風
力
発
電
を
含
め
た
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
事
業
の
推
進
で
連
携
す
る
協
定
を
締
結
し
、

同
年
４
月
１
日
付
で
秋
田
支
店
を
開
設
し
た
。

多
様
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の

共
創
を
通
じ
、
革
新
的
技
術
の
開
発
で

世
界
の
脱
炭
素
に
貢
献

「
経
団
連
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
行
動
計
画
」
に

あ
る
革
新
的
技
術
の
開
発
は
、
当
社
に
お
い
て
も
、

ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
の
柱
で
あ
る
。
デ
ン
マ
ー
ク
に
あ
る
ゼ

ロ
カ
ー
ボ
ン
輸
送
の
た
め
の
応
用
研
究
を
行
う
研
究

所（M
aersk

M
c-K
inney

M
oller

Center
for

Zero
Carbon

Shipping

）の
設
立
メ
ン
バ
ー
と
し

て
、
技
術
者
を
同
セ
ン
タ
ー
に
派
遣
、
脱
炭
素
に
関

わ
る
技
術
開
発
や
政
策
提
言
な
ど
を
推
進
し
て
い
る
。

ま
た
、
東
京
大
学
の
「
海
事
デ
ジ
タ
ル
エ
ン
ジ
ニ
ア

リ
ン
グ
社
会
連
携
講
座
」
に
も
参
画
し
て
い
る
。
同

講
座
は
、
サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
な
海
上
物
流
を
実
現
す

る
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
共
通
基
盤
を
構
築
し
、
デ
ジ

タ
ル
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
を
活
用
し
た
海
事
分
野
の

技
術
開
発（
脱
炭
素
船
や
自
動
運
航
船
等
の
開
発
）と

人
材
育
成
を
推
進
す
る
た
め
、
２
０
２
２
年
に
設
置

さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。

脱
炭
素
推
進
と
同
時
に
、
国
際
競
争
力
を
強
化
す

る
に
は
、
業
界
の
垣
根
を
超
え
て
技
術
力
を
共
創
し
、

デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
を
推
進
す
る

こ
と
こ
そ
が
必
要
で
あ
り
、
日
本
の
海
事
産
業
、
物

流
産
業
の
生
産
性
向
上
の
カ
ギ
に
も
な
る
と
考
え
る
。

モ
ノ
の
値
段
が
変
わ
る

先
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
革
命
で
は
、
主
要
エ
ネ
ル
ギ
ー

が
石
炭
か
ら
石
油
に
移
行
す
る
こ
と
で
、軽
量
化・効

率
化
が
進
み
、
あ
ら
ゆ
る
技
術
革
新
が
起
き
て
社
会

が
一
変
し
た
。同
様
に
、こ
れ
か
ら
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
転

換
も
社
会
を
大
き
く
変
え
る
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
。

石
油
の
時
代
と
大
き
く
異
な
る
点
は
、
現
時
点
で
は

化
石
燃
料
の
代
替
と
な
る
も
の
は
実
に
多
様
で
か
つ

進
化
の
途
上
に
あ
る
こ
と
に
加
え
、
そ
の
開
発
・
供

給
網
の
確
立
に
多
額
の
投
資（
コ
ス
ト
）を
要
す
る
こ

と
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
モ
ノ
の
値
段
や
業
界
の
価

格
構
造
が
大
き
く
変
わ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
。
産

業
界
と
し
て
、
政
府
や
研
究
機
関
の
支
援
も
得
な
が

ら
コ
ス
ト
増
を
緩
和（A

batem
ent

）す
る
努
力
を

惜
し
ま
な
い
こ
と
が
必
要
と
な
る
一
方
、
社
会
全
体

で
変
化
に
対
応
す
る
準
備
を
行
う
必
要
が
あ
ろ
う
。

2030 2040 20502023

2030年～2050年
・NH3燃料船への転換がメインシナリオ
・船型特性に応じて最適燃料を選択

（NH3輸送船）

2026年
外航船舶就航

2035年頃
規模拡大

（自動車船） （自動車船） （客船）（タンカー）

2020～30年
規模拡大

2016年
第1船就航

主機換装による
アンモニア燃料船化

2040年代～
合成燃料

2020年代～
バイオ燃料

～2030年
・最新GHG削減技術の最大活用
・LNG燃料船の隻数拡大

アンモニア燃料船
・共創によるR&D推進
・早期就航で知見の先行蓄積
(2030年~)

・隻数拡大

メタノール燃料船
・ブルー/グリーン燃料活用

LNG/LPG燃料船
・隻数拡大でGHG削減先行
・運航経験値の蓄積
(2030年～)

・一部はNH3燃料船へ転換

石油系燃料船
・化石燃料船のGHG削減
・バイオ燃料活用
(2040年～)

・合成燃料活用

（タグボート）

2024年
第1船就航

■2050年までのGHG排出削減(総量)を最大化するための最適燃料転換を推進

（線の太さは船隊に占める隻数比率をイメージ）

（自動車船）

（ﾄﾞﾗｲﾊﾞﾙｸ船）

（新造船投入・省エネ付加物・運航効率改善による低炭素化推進）

（アンモニア燃料化が困難な小型船の脱炭素化）

図表 EX－2050年に向けた船舶燃料転換シナリオ
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